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健康保険の被保険者証 保険者か

ら被保険者に直接交付可能に 

◆改正の趣旨 

健康保険制度における被保険者証等に

ついては、保険者から事業主に送付し、事

業主から被保険者に交付すること等が義

務付けられていますが、テレワークの普及

等に対応した柔軟な事務手続を可能とす

るため、保険者が支障がないと認めるとき

は、保険者から被保険者に対して被保険者

証等を直接交付すること等が可能となり

ます（10 月１日から）。 

◆主な改正点 

① 被保険者証の交付について、保険者

が支障がないと認めるときは、保険者が被

保険者に直接送付することができること

とされます。 

② 被保険者証の情報を訂正した場合

における被保険者証の返付について、保険

者が支障がないと認めるときは、事業主を

経由することを要しないこととされます。 

③ 被保険者証の再交付について、保険者が支障

がないと認めるときは、事業主を経由することを

要しないこととされます。 

④ 被保険者証の検認又は更新等を行った場

合における被保険者証の交付について、保険者が

支障がないと認めるときは、保険者が被保険者に

直接送付することができることとされます。 

⑤ 高齢受給者証、特定疾病療養受療証、限度

額適用認定証及び限度額適用・標準負担額減額認

定証の交付方法等について、①～④に準じた改正

が行われます。 

◆被保険者証等の返納については、事業主経由

を省略できない 

厚生労働省のＱ＆Ａによると、被保険者証等の

返納については、事業主経由を省略できません。

被保険者が資格を喪失したときは、これまでと同

様に、事業主は遅滞なく被保険者証を回収して保

険者に返納しなければなりません。 

「小学校休業等対応助成金・支援金」が

再開されます 

感染症対策においてワクチン接種が進んでは

いるものの、未だ感染拡大の勢いは止まらず、最

近では若年層（10 代）におけるクラスター発生

も耳にするようになってきました。そのような傾

向もあり、令和２年度に実施されていた「小学校

休業等対応助成金・支援金」制度が再開される予

定です。 

◆「小学校休業等対応助成金・支援金」制度の対象 

【支給対象者】 

・子どもの世話を保護者として行うことが必要となっ

た労働者に対し、有給（賃金全額支給）の休暇（労働

基準法上の年次有給休暇を除く。）を取得させた事業主 

・子どもの世話を行うことが必要となった保護者であ

って、委託を受けて個人で仕事をする者 

【対象となる子ども】 

① 新型コロナウイルス感染症への対応として、ガイ

ドライン等に基づき、臨時休業等をした小学校等（＊）

に通う子ども 

＊小学校等：小学校、義務教育学校の前期課程、特別

支援学校、放課後児童クラブ、幼稚園、保育所、認定

こども園等 

② 下記ⅰ）～ⅲ）のいずれかに該当し、小学校等を

休むことが必要な子ども 

ⅰ）新型コロナウイルスに感染した子ども 

ⅱ）風邪症状など新型コロナウイルスに感染したおそ

れのある子ども 

ⅲ）医療的ケアが日常的に必要な子どもまたは新型コ

ロナウイルスに感染した場合に重症化するリスクの高

い基礎疾患等を有する子ども 

【対象となる休暇期間】 

令和３年８月１日以降 12 月 31 日までに取得した休暇

＊令和３年７月 31 日までに取得した休暇については、

「両立支援等助成金 育児休業等支援コース 新型コ

ロナウイルス感染症対応特例」の対象。 

 

◆労働者からの申請 

事業主が休業させたとする扱いに同意すること

を条件に、労働者が直接申請することも可能とな

る予定です（令和２年度と同じ）。 

10 月の税務と労務の手続提出期限 

［提出先・納付先］ 

 

11 日 

○源泉徴収税額・住民税特別徴収税額の納付

［郵便局または銀行］ 

○雇用保険被保険者資格取得届の提出 

＜前月以降に採用した労働者がいる場合＞ 

［公共職業安定所］ 

11 月 1 日 

○個人の道府県民税・市町村民税の納付 

＜第３期分＞［郵便局または銀行］ 

○労働者死傷病報告の提出＜休業４日未満、

７月～９月分＞［労働基準監督署］ 

○健保・厚年保険料の納付 

［郵便局または銀行］ 

○健康保険印紙受払等報告書の提出 

［年金事務所］ 

○労働保険料の納付＜延納第２期分＞ 

［郵便局または銀行］ 

○労働保険印紙保険料納付・納付計器使用状

況報告書の提出［公共職業安定所］ 

○外国人雇用状況の届出（雇用保険の被保険

者でない場合）＜雇入れ・離職の翌月末日＞

［公共職業安定所］ 


